
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三次市市民部 

 

 

市税等の徴収猶予及び減免について 

（新型コロナウイルス感染症関連） 



 

 

・ 市税等の徴収猶予の特例について １～２ 

 

 ・ 市県民税の減免申請の場合     ３ 

 

 ・ 法人市民税の減免申請の場合    ４ 

 

 ・ 固定資産税・都市計画税の 

         減免申請の場合    ５ 

 

 ・ 国民健康保険税の減免申請の場合  ６ 

 

 ・ 介護保険料の減免申請の場合    ７ 

 

・  後期高齢者医療保険料減免申請の場合  ８ 

 

 

 

 

 

 

 



１ 

徴収猶予の特例 

新型コロナウイルス感染症の影響により，事業等に係る収入に相当の減少があっ

た方は，最長１年間市税等の納付または納入の猶予を受けることができます。 

（猶予期間内における途中での納付や分割納付など，事業の状況に応じて計画的

に納付していただくことも可能です。) 

この特例では，担保の提供は不要です。延滞金もかかりません。 

 

◆ 対象となる方 

以下①②のいずれも満たす納税者・特別徴収義務者が対象となります。 

① 新型コロナウイルス感染症の影響により， 

  令和２年２月以降の任意の期間（１ヶ月以上）において，事業等に係る収入

が前年同期に比べて概ね２０％以上減少していること。 

② 市税等を一時に納付し，または納入を行うことが困難であること。 

 

◆ 対象となる市税等 

個人市県民税，法人市民税，固定資産税・都市計画税，軽自動車税（種別割）， 

国民健康保険税，介護保険料及び後期高齢者医療保険料 

 

◆ 申請手続等 

提出する書類 

徴収猶予申請書（特例用） 

※ ご提出いただいた内容の審査に当たり，職員が電話等で内容確認を行うこと

があります。 

 

〔添付書類〕 

 ① 新型コロナウイルス感染症等の影響による事業収入の減少等の事実を証す

るに足りる書類 

 ② 財産目録その他の資産および負債の状況を明らかにする書類 

 ③ 猶予を受けようとする日前の収入および支出の実績並びに同日以後の収入

および支出の見込みを明らかにする書類 

※ 上記書類の例:売上帳や現金出納帳，給与明細，預貯金通帳など 



２ 

※ 財産目録等の書式が必要であれば，【申請書様式と提出先】から， 

必要なファイル 

【財産目録(特例用)，収支の明細書(特例用)，財産収支状況書(特例用)】を 

ご利用ください 

 

※ 添付書類の提出が難しい場合はご相談ください。 

※ 最近において，税務署または年金事務所で同様の特例を許可された方は，税

務署等に提出した猶予申請書の写しや猶予許可通知書の写しを添付していただ

くことで，申請書の猶予額の計算欄の記載や資料の添付を省略することができ

ます。 

 

■ 申請の期限 

  納期限までに申請が必要です。 

 

 

■ 申請方法 

 １ 郵送の場合 

 [郵送先] 〒728-8501 三次市十日市中二丁目８番１号 三次市市民部収納課 

 

 ２ 「eLTAX」による電子申請の場合 

 ※ eLTAXを利用した徴収猶予の特例の申請手順は， 

  eLTAXホームページ(こちら)をご覧ください。 

 

 ３ 三次市市民部収納課に持参 

 

 ※ なお，税理士による代理申請も可能です。 

 

 

 

■ 徴収猶予の許可または不許可 

  ご提出された書類の内容を審査した後，市から猶予の許可または不許可に 

 ついて通知します。 



３ 

市民税減免申請の場合  

 

⑴ 次の事由に該当することとなった場合に，当該事由の発生した日以後に納期の

末日の到来するものを，軽減し，又は免除します。 

事由 軽減又は免除の割合 

死亡したとき。 全部 

生活保護法の規定による生活扶助を受けることとなったと

き。 

全部 

障害者となったとき。 １０分の９ 

重篤な傷病を負ったとき。 １０分の８ 

同一生計配偶者が死亡したとき。 １０分の８ 

同一生計配偶者又は扶養親族が障害者となったとき。 １０分の６ 

 

⑵ 新型コロナウイルス感染症に起因する消毒等により住宅又は家財について生じた

損害の金額がその住宅又は家財の価格の１０分の３以上の額である場合に，以後

に納期の末日の到来するものを，次の表に掲げる区分に従い軽減し，又は免除し

ます。 

合計所得金額 軽減又は免除の割合 

損害の程度が 

１０分の３～１０分の５ 

損害の程度が 

１０分の５以上 

５００万円以下 ２分の１ 全部 

５００万円～７５０万円以下 ４分の１ ２分の１ 

７５０万円～１０００万円未満 ８分の１ ４分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 

法人市民税減免申請の場合  

 

新型コロナウイルス感染症に起因する事情により次の事由に該当することとなった場

合に，当該事由の発生した日以後に納期の末日の到来するものを，次の表に掲げる

区分に従い軽減し，又は免除します。 

事由 軽減又は免除の割合 

廃業又は休業 全部 

直近１か月の売上高又は販売数量（建設業にあっては，完

成工事高又は受注残高。以下「売上高等」という。）が前年

同期比で３０パーセント以上減少し，かつ，その後２か月を

含む３か月間の売上高等が３０パーセント以上減少するこ

とが見込まれる 

１０分の５ 

 

※ 市内に主たる事業所を有する法人のうち次の⑴又は⑵に該当する法人が対象です。 

   ⑴ 資本金等の額が１億円以下で市内従業者数が５０人以下 

   ⑵ 資本金等の額が１千万円以下で市内従業者数が５０人を超える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 

固定資産税・都市計画税減免申請の場合  

 

【個人の方（個人事業主を含む）を対象】 

⑴ 新型コロナウイルス感染症に起因する消毒等により家屋又は償却資産の価値の

減少等があった場合に，当該価値の減少等が発生した日以後に納期の末日の到

来するものを，次の表に掲げる区分に従い軽減し，又は免除します。 

 価値の減少又は毀損の程度 軽減又は免除の割合 

１０分の８以上 全部 

１０分の６以上１０分の８未満 １０分の８ 

１０分の４以上１０分の６未満 １０分の６ 

１０分の２以上１０分の４未満 １０分の４ 

 

⑵ 新型コロナウイルス感染症に起因する当該年中の事業収入，不動産収入，山林

収入又は給与収入（以下「事業収入等」という。）の減収が見込まれ，次の条件の

全部に該当する場合に，以後に納期の末日の到来するものを，次の表に掲げる区

分に従い軽減し，又は免除します。（対象は家屋又は償却資産） 

ア 事業収入等の減少額が前年の事業収入等の額の１０分の３以上 

イ 前年の総所得金額が１，０００万円以下 

ウ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合計

額が４００万円以下 

合計所得金額 軽減又は免除の割合 

３００万円以下 全部 

３００万円を超え４００万円以下 １０分の８ 

４００万円を超え５５０万円以下 １０分の６ 

５５０万円を超え７５０万円以下 １０分の４ 

７５０万円を超え１０００万円以下 １０分の２ 

 

⑶ ⑴⑵共に該当するときは，減免の割合が最も大きい基準に従って減免額を算定し

ます。 

 

 

 

 



６ 

国民健康保険税減免申請の場合  

 

⑴ 新型コロナウイルス感染症により世帯の生計を主として維持する者が次の事由に

該当することとなった場合に，当該事由の発生した日以後に納期の末日の到来す

るものを，次の表に掲げる区分に従い軽減し，又は免除します。 

事由 軽減又は免除の割合 

生計維持者が死亡したとき。 全部 

生計維持者が重篤な傷病を負ったとき。 全部 

廃業又は失業したとき。 全部 

同一世帯被保険者が死亡したとき。 １０分の８ 

その他市長が認めるとき。 市長が認める割合 

 

⑵ 新型コロナウイルス感染症に起因する当該年中の事業収入等の減収が見込まれ，

次の条件の全部に該当する場合に，以後に納期の末日の到来するものを，次の表

に掲げる区分に従い軽減し，又は免除します。 

ア 事業収入等の減少額が前年の事業収入等の額の１０分の３以上 

イ 前年の総所得金額が１，０００万円以下 

ウ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合計

額が４００万円以下 

合計所得金額 軽減又は免除の割合 

３００万円以下 全部 

３００万円を超え４００万円以下 １０分の８ 

４００万円を超え５５０万円以下 １０分の６ 

５５０万円を超え７５０万円以下 １０分の４ 

７５０万円を超え１０００万円以下 １０分の２ 

※ 対象保険税額は，次の計算式により算定します。 

 Ａ：当該世帯の被保険者全員について算定した保険税額 

 Ｂ：減少することが見込まれる事業収入等に係る前年の所得額 

   （減少することが見込まれる事業収入等が２以上ある場合はその合計額） 

 Ｃ：被保険者の属する世帯の主たる生計維持者及び当該世帯に属する全ての被保険

者につき算定した前年の合計所得金額 

 対象保険税額＝Ａ×Ｂ／Ｃ 

 

⑶ ⑴⑵共に該当するときは，減免の割合が最も大きい基準に従って減免額を算定し

ます。 

 



７ 

介護保険料減免申請の場合  

 

⑴ 新型コロナウイルス感染症により世帯の生計を主として維持する者が次の事由に

該当することとなった場合に，当該事由の発生した日以後に納期の末日の到来す

るものを，次の表に掲げる区分に従い軽減し，又は免除します。 

事由 軽減又は免除の割合 

生計維持者が死亡したとき。 全部 

生計維持者が重篤な傷病を負ったとき。 全部 

廃業又は失業したとき。 全部 

その他市長が認めるとき。 市長が認める割合 

 

⑵ 新型コロナウイルス感染症に起因する当該年中の事業収入等の減収が見込まれ，

次の条件の全部に該当する場合に，以後に納期の末日の到来するものを，次の表

に掲げる区分に従い軽減し，又は免除します。 

ア 事業収入等の減少額が前年の事業収入等の額の１０分の３以上 

イ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合計額

が４００万円以下 

合計所得金額 軽減又は免除の割合 

２１０万円以下 全部 

２１０万円～ １０分の８ 

※ 対象保険料額は，次の計算式により算定する。 

 Ａ：当該第１号被保険者の保険料額 

 Ｂ：第１号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれ

る事業収入等に係る前年の所得額 

 Ｃ：第１号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の前年の合計所得金額 

 対象保険料額＝Ａ×Ｂ／Ｃ 

 

⑶ ⑴⑵共に該当するときは，減免の割合が最も大きい基準に従って減免額を算定し

ます。 

 

 

 

 

 

 



８ 

後期高齢者医療保険料減免申請の場合  

 

⑴  新型コロナウイルス感染症により世帯の生計を主として維持する者が次の事由に

該当することとなった場合に，次の表に掲げる区分に従い軽減し，又は免除します。 

事由 軽減又は免除の割合 

生計維持者が死亡したとき。 全部 

生計維持者が重篤な傷病を負ったとき。 全部 

廃業又は失業したとき。 全部 

※主たる生計維持者が死亡した場合，連帯納税義務者又は相続人が申請すること

ができる。 

⑵  新型コロナウイルス感染症に起因する当該年中の事業収入等の減収が見込まれ，

次の条件の全部に該当する場合に，次の表に掲げる区分に従い軽減し，又は免除

します。 

ア 事業収入，給与収入，不動産収入または山林収入の種類ごとに見た当該年中

の収入のいずれかが，前年に比べて１０分の３以上減少する見込み 

イ 前年中の所得の合計額が１，０００万円以下 

ウ 収入減少が見込まれる種類の所得以外の前年の所得の合計額が４００万円以

下 

合計所得金額 軽減又は免除の割合 

３００万円以下 全部 

４００万円以下 １０分の８ 

５５０万円以下 １０分の６ 

７５０万円以下 １０分の４ 

１，０００万円以下 １０分の２ 

※対象保険料額は，次の計算式により算定する。 

Ａ：当該被保険者の保険料額 

Ｂ：主たる生計維持者の減少が見込まれる収入にかかる前年の所得の合計額 

Ｃ：主たる生計維持者及び世帯の被保険者全員の前年の所得の合計額 

対象保険料額＝Ａ×Ｂ／Ｃ 

 


